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社会福祉法人石巻市社会福祉協議会 

石巻市社協かしわホーム 重要事項説明書 

 

当事業所は、利用者に対して指定障害福祉サービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

※本事業所では、利用者に対して障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定就労継続支援サービスを提供します。当サービスの利用は、

原則として介護給付費等の支給決定を受けた方が対象となります。 
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宮城県第０４１０２１００９０号 



 2 

１．事業者 

名 称 社会福祉法人 石巻市社会福祉協議会 

代表者氏名 会長 林  久 善 

所在地 宮城県石巻市穀町１５番２号 

電話番号 ０２２５－９６－５２９０ 

設立年月 平成１７年 ４月 １日 

 

２. 事業所の概要 

事業所の種類 
指定就労継続支援Ｂ型 

平成２５年４月１日指定 宮城県第０４１０２１００９０号 

事業の目的 

通所による就労や生産活動の機会を提供するとともに、一般就労

に必要な知識、能力が高まった利用者は、一般就労等への移行に

向けて支援します。 

事業所の名称 石巻市社協かしわホーム 

事業所の所在地 宮城県石巻市小船越字山畑 417番地 54 

電話番号 ０２２５－６２－１０７８ 

事業所の運営方針 

関係法令を遵守し、他の社会資源との連携を図った適正且つきめ

細かな就労継続支援Ｂ型のサービスの提供を行います。また、事

業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、職員に対し、研修を実施する等の措置を

講ずる。 

開設年月 平成２５年 ４月 １日 

定員 就労継続支援Ｂ型事業（２０名） 

通常の事業実施地

域 
石巻市 

営業日 
月曜日から金曜日（国民の祝日および１２月２９日から１月３日

までを除く） 

営業時間 午前８時３０分～午後５時１５分 

サービス提供日 
月曜日から金曜日（国民の祝日および１２月２９日から１月３日

までを除く） 

サービス提供時間 午前９時３０分～午後３時３０分 

 

３. 職員の体制 

 当事業所では、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障

害者総合支援法）で定められた人員基準を遵守し、職員を配置しています。 

主な職員の配置状況は別紙１のとおりです。なお、職員配置に変更が生じた場合につ

いては、新たに提示します。 
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４. サービスの内容 

サービスの種類 サ ー ビ ス の 内 容 

就労継続支援Ｂ型

計画の作成 

利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、生活全般の質

を向上させるための課題や目標、支援の方針等を記載した就労継続

支援Ｂ型計画を作成します。 

食事の提供 希望により、利用者の身体状況や嗜好に配慮した食事を提供しま

す。 

身体等の介護 利用者の状況に応じて適切な技術をもって、食事・整容・更衣・排

泄等の生活全般にわたる援助を行います。 

就労に必要な知

識、能力を向上す

るための訓練 

一般就労に必要な知識、能力の向上のための必要な訓練を行いま

す。またその他の便宜を適切かつ効果的に行います。 

就労の機会の提供

及び生産活動 

雇用契約を締結しない就労や生産活動の機会を提供するとともに、

就労への移行に向けた支援を行います。 

以下の生産活動を行っています。 

①請負作業（段ボール裁断、ひも巻、チラシ袋詰、清掃 他） 

②施設外請負作業（洗濯たたみ、清掃、箱組立、野菜収穫） 

③銅線剥離作業 

④ウエス作成作業 

⑤粗品作成作業（ごみ袋折、袋詰め、シーラー） 

⑥小物作成作業（ポーチ、バック、クッション、雑巾） 

⑦農作業（枝豆・さつま芋栽培、収穫） 

⑧販売作業（配達、イベント） 

＜工賃の支払い＞ 

上記生産活動における事業収入から必要経費を差し引いた額に相

当する金額を工賃として、生産活動に従事している利用者に支払い

ます。 

※利用者それぞれに対して支払われる１月当たりの工賃の平均額

は、３，０００円を下回ることはないと規定されています。 

実習先企業等の紹

介 

就労継続支援Ｂ型計画に基づいて、利用者の就労に対する意向及び

適正を踏まえ、関係機関と連携し、実習の受入先を確保します。 

求職活動支援 就労継続支援Ｂ型計画に基づき、公共職業安定所での求職の登録、

その他、利用者が行う求職活動が円滑に行えるよう支援します。 

また、障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携し、利用

者の就労に対する意向及び適正に応じた求人を開拓します。 

職場定着支援 障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携して、利用者が

就職した後も、職業生活における相談等の支援を継続します 

生活相談 利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等把握

して、適切な相談・助言・援助等を行います。 

健康管理 利用者の投薬管理や疾病予防に努めるとともに、嘱託医師により、

健康診断日を設けて健康管理を行います。また、医療機関との連絡
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調整や協力医療機関を通じて健康保持のための適切な支援を行い

ます。 

訪問支援 必要に応じて利用者や家族の同意のもと利用者宅を訪問し、適切な

相談・助言・援助等を行います。 

送迎サービス 自主通所ができない場合、希望により送迎を行います。 

施設外支援 利用者の心身の状況や意向・適正・傷害特性・その他の事情を踏ま

え、必要に応じて就労継続支援Ｂ型計画に基づき施設外支援及び施

設外就労を行います。 

「施設外支援」と「施設外就労」はどちらも利用者が企業等に行き

実習を行います。「施設外支援」が職員を帯同せずに行う実習に対

し、「施設外就労」は職員が帯同して、請負発注企業と請負契約を

結んで行うものです。 

施設外就労 

 

５．利用料金 

サービスの種類 サービス内容・金額 

訓練等給付費対象

サービスの料金 

指定就労継続支援サービスに関する利用料金について、事業者が法

律の規定に基づいて、県から基準額を受領する場合（法定代理受領）

は、利用者の自己負担はその１割となります。ただし、国が定める

月額負担上限額の範囲内とします。 

食事の提供 

当事業所では、利用者の健康を考慮した食事（昼食）を提供します。 

１食 ３３０円 

欠席、遅刻、早退などで給食が不要の場合は、その旨を利用日当日

の午前８時３０分まで当事業所に連絡してください。当日、本人都

合により食さない場合でも３３０円を負担していただきます。 

交通費 

通常の事業実施地域を越えて行う事業に要した交通費は、事業所の

実施地域を越える地点から自宅までの交通費の実費をいただきま

す。なお、自動車を使用した場合は、次の額をいただきます。 

事業所の実施地域を越える地点から、１kmにつき３７円 

教養娯楽費 
事業実施にかかる実費をいただきます。 

負担していただく実費額については、その都度お知らせします。 

 ※利用料金表については、別紙１のとおりです。 

 

６. 利用料金のお支払い方法 

前記の利用料金は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月末日までに以下の

いずれかの方法でお支払い下さい。 

① 現金による支払い 

② 口座振込による支払い   

指定口座  七十七銀行 石巻支店 普通９２１２８２５ 

      社会福祉法人石巻市社会福祉協議会 会長 林 久善 
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※振込の場合は、手数料はご本人の負担となります。 

 

７．緊急時等・災害時並びに虐待防止における対応方法 

○緊急時 

サービスの提供中にご契約者の症状の急変、サービス提供による事故その他の緊急

事態が生じたときは、直ちに主治医及び家族に連絡の上、必要な措置を講じるととも

に、施設長は、事業者に報告します。また、主治医への連絡等が困難な場合は、医療

機関への緊急搬送等必要な措置を講じます。 

（１）事業所は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やか

に市町、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとする。 

（２）事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行うものとする。 

○災害時 

非常災害に際して必要な具体的計画を策定するとともに、ご契約者等の避難、救出

訓練の実施等、万全の対策を講じます。また、事業所は、前項に規定する訓練の実施

に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。 

○虐待防止 

ご契約者等の人権の擁護、虐待の防止等のため、次の措置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止に関する責任者の選定及び設置 

（２）成年後見制度の利用支援 

（３）苦情解決体制の整備 

（４）すべての職員に対する利用者の人権の擁護及び障害者虐待の防止に係る研修の実施 

  （年１回以上） 

（５）虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催及びその結果について職

員への周知 

 〇身体拘束等の禁止 

事業者は、事業の提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体拘束等」という。）を行わないものとする。 

（１）事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録するものと

する。 

（２）事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じるものとする。 

・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の定期的な開催及びその結果に

ついて職員への周知 

・身体拘束等の適正化のための指針の整備 

・職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施 

 〇衛生管理等 

事業者は、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、
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次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

（１）事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会の定期的な開催及びその結果について職員への周知 

（２）事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針の整備 

（３）事業所において、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための

研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練の定期的な実施 

 〇業務継続計画の策定等 

事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する事業の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるもの

とする。 

（１）事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 

（２）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変

更を行うものとする。 

 〇その他運営に関する重要事項 

   事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講ずる。 

 

８. サービスの利用に関する留意事項 

（１）市町村の支給決定内容等の確認 

サービスの提供に先立って、受給者証に記載された支給量・支給内容・利用者負

担上限月額を確認します。受給者証の住所、支給量などに変更があった場合は速や

かに事業者にお知らせください。 

（２）就労継続支援Ｂ型「個別支援計画」の作成 

確認した支給決定内容に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら｢個別支

援計画｣を作成します。作成した「個別支援計画」については、案の段階で利用者又

は家族に内容を説明し、利用者の同意を得た上で成案としますので、ご確認いただ

くようお願いします。 

（３）就労継続支援Ｂ型「個別支援計画」の変更等 

「個別支援計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じ

て変更することができます。 

 

９. 利用者の記録や情報の管理、開示について 

当事業所では、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者

の求めに応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用は、

利用者の負担となります。）保存期間は、就労継続支援サービスを提供した日から５
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年間です。 

本事業所における記録の項目は次のとおりです。 

①個別支援計画 

②アセスメントの記録 

③サービス担当者会議等の記録 

④モニタリング結果の記録 

⑤利用者の障害の状態ならびに給付等の受給状況について、厚生労働省令で義

務付けられた市町村への通知事項 

⑥利用者からの苦情の内容等の記録 

⑦事故の状況及び事故に際しての対応の記録 

閲覧・複写の受付 午前９時～午後５時 

 

１０. 損害賠償保険への加入 

当事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

    保険会社名  損害保険ジャパン株式会社 

    保険名    総合賠償責任保険「社協の保険」 

    補償の概要  支払限度額：対人１億円・対物１億円 

 

１１. 苦情等の受付について 

   別紙１のとおりです。 

 

１２. 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

①第三者評価の実施の有無 なし 

②実施した直近の年月日  なし 

③実施した評価機関の名称 なし 

④評価結果の開示状況   なし 
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                            令和  年  月  日 

 

指定就労継続支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行い

ました。 

 

石巻市社協かしわホーム 

説明者  職名           氏名            印   

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定就労継続支援サービス

の提供開始に同意しました。 

 また、サービスの提供開始及びサービス担当者会議等において、私及び私の家族等の個

人情報を用いることに同意します。 

 

利用者 住所                                   

 

    氏名              印   

 

代理人 住所                                   

 

    氏名              印   

 

 

 

 

 

 

 

 

この重要事項説明書は、関係省令の規定に基づき、利用申込者又はその家族への重要事項

説明のために作成したものです。 

 


